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日本とアジア諸国との交流がさまざまな分野にお

いて拡大・深化する中で， これら諸国の法・制に関す

る実際的知識の必婆性や学問的関心は高まっているコ

アジア諸国の法制に関する調査・研究は近年飛擦が］

に憎加しており，また最近では中国法にとどまらず

他のアジア諸国の法制を扱った講義を設ける大学も

少なくないの研究領域として Iアジアi.t」はすでに

定若したと甘えるであろうっしかしながら，アシア

j去に関心ある実務家や学生に対して体系的な知識や

全体像を提供する文献がなお少ないことも事実であ

るの東南アジア訪問の法制の概説書として奇かれた

本書は，このような空白状態を埠める ・mtである 3

本書の前半では，栄市アジア手今回の法制が‘ it51::..

憲法制1弘司法制度を中心に国別に概説主れている

( 2～11帝人対象国は，ブィリヒン，インドネシア，

マレーシア，シンガボール，ブルネイ，タイ，ベト

ナム，ラオス，カンボジア， ミャンマーの10カ同で

ある。市場経済移行に伴う法整備ω途 iーにあるイン

ドシナ諸凶やま区政が続くミャンマーについては. ）主

献や法律資料を入手す4 ることが雑しし況段階でま

とまった形で情報を提供してくれる本汗ω立義は大

きL～
本1警の表題0)J¥メEAN（司王南アジア諸国連行）は．

1967 'if.に設なされた地i或国際機構であるが，冷戦体

制ドにおいてその）Jll間凶は尚官!IJに滅寸る諸凶に烈ら

れていた。冷戦終湾後の国際環境ω大き心：変化0）中

で， ASEANの求心力は強まり， ]995ifにベトナム

が正式に加盟したほか，ラオス，カンボシア‘ ミャ

ンマーのJJlH盟がほぼ確’だなものとなっているc ニれ

ら3悶が ASEANぶ加盟にもかかわらず本冷で微わ

れているのは，このような動きを先取りするもωで

ある。

第12~1": 'ASEAN itO）生成と発泌 4では， A討EAN

88 

の組織の特徴や地域協力の展開が整理されている。

統一法としての ASEANj去の形成はまだ先のこと

であるとしながらも，その前提となる社会構造には

共通のものが生み出されつつあると指摘するつ著

者があえて表題lこASEAN法を用いた背景には，

ASEA：＇＼＇の拡大によって．単なる Jtn訟ではなく F 制

号室的な実体と来期アジアという文化的特性に線ざし

たASEA>J法」 04ページ司序章）を構想する時期

が近づきつつあるという著者の読みがある（なお，

安田信之編「ASEA'.¥!法 その諸相と展望 J 

［アジア経済研究所 1987年〕において ASEAK法

ω可能性がすて下に論じられている）っ

本書0）後、iモでは，アジアj去を合む.JI:西欧法研究の

方法について論じられている。

：ぉl:l章 i非西欧・第三世界法研究Jii去の整理」で

は句非iJti妙；j去の従来の研究々法として，比較法学

（法系論， j去継受論人法社会学（近代化論）， LDS 

(Law and Development Studic討を取り上Cf，批判

的検討を行っているc 著者は，従来の研究に多く見

られた国家法中心主義や商欽中心的な単線的発疑論

に主主っくアブローチを批判し，多元住を特急とする

.JFJJ耳歌法0）分析には，狭義の法（国家法）だけでな

く j生ける法」にまで拡大したI去の研究と，勺該国

U）社会的・文化的状況の中に法制を位間づけたJ.t較

研究が必要であると強調する。

第14《主 iアジアj去の認識枠組み4 では， IB著 Jア

シアU)i去と社会』（二二三符立 1987年）で淀川した：jj去

f型（ jl,j，司法F払 di場法煙，指令it浬）が概説されて

l hる内本みでは新た｛二戸市場の力」 f社会の凝集}J

という観念をFl1l ヘ！尚子？の対抗関係によって法と社

会ω動態的関係を説明しようとぷみているイ

終主主「開発法学の従明：開発と法政策では• r I/ti 

発ωための法的諸手段の立案とともにその妥当性を

研究する学！日j分野」（322ページ）としての開発法学

を提ll/1ずる J 仁.i'.!¥O):3 i.LJ.!型lこ依拠しながら開発法；？

で！討L、るべき方法やどU）ような研究領域を設定すべ

きかを繍じているペ開発法’＞tiムアジア法研究lこ機

わる干す＇＂＂の視座を提供するも ωとして興味深く．今

後ω想論ω新総fむと’だよ1E研究が期｛与されるり

（アシア経済研究所海外派遣鈴，｛tυ、ンコク）
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